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東ドイツでは Langeの「産業連関表はマルクスの再生産表式の発展と

みなすことができるJ(Introduction to Econometrics 1957， p. 223.)とい

う投石に対して1950年代には労働価値論の立場から Koziolek等の外在的

な批判がなされ，次いで1960年代に入ると社会主義のもとでの 1-0表の

作成という具休的問題に Rudolph/Jager等がとりかかり 1963年に最初の

1-0表 (1959年表)が発表されている。

ソヴェトでは1950年代後半以降の経済成長率の鈍化を背景にして価格形

成，投資効率，国民経済ノミランス等に関する活発な論争が生まれ，その中

から生産フォンドの有償制，自然資源使用料の設定，利潤方式の導入等の一

連の改革が実施された。つまり国民経済ノミランスへの産業連関表の導入



2 第8巻 第2号(経済学・経営学編)

(1961年)はソヴェ卜経済の活性化のための全機構的模索の一環であった。

本稿ではソヴェトの模索過程の中から投資効率に関連して Langeの「労

働価値論はその本質上，労働以外の稀少資源の合理的配分の規準を与える

ことはできないJ (Marxian Economics in Soviet U nion， American 

Economic Review， 1945， p. 132.)という命題を検討し，東ドイツの産業

連関表の導入過程からは 1-0表の理論的検討を行なうつもりである。

その際，資本主義社会で生活している我々には社会主義と資本主義との

休制的差異を考慮する必要がある。

森嶋氏は ["Hicksの『固定価格経済j (fixprice economy)のもとでは価

格は直接的には需給を均衡させる機能をもたず『伸縮価格経済(flex-

price economy) のもとでの資本主義経済よりも社会主義経済に一層よく

似た運動様態を示すJ(["近代社会の経済理論Jp.36.)と述べられ， ["もは

や時代は非資本主義的な要素や勢力を無視ないし軽視すると現実の社会の

重要な現象を理解しえないばかりか硬直的な視角から，かたくなに世の中

を見るという羽目に陥ってしまうような段階にきているJ(op. cit.， p.i) 

と云われている。

私も本稿ではこの立場に随っている。

C 1 )較差支出

未知の市場のための生産，価格の自由な変動などの「理想型的商品生産j

の属性を失ない，社会的分業の諸単位が単一センターに系列・管理化され

ている「固定価格経済jのもとでは「市場jに奇古を包摂することは必要

であり，その一例として「較差支出(江田φφepeH~Ha"bHaH 3aTpaTa) Jの

概念を検討しよう。

① 自由経済の終駕

Schmalenbachは我々が経済史から伺かを学ばうとして経済段階の発展

史(家内経済→都市経済→国民経済)を跡付ける際には先ず原価を研究せ
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ねばならぬと云う。

彼によると企業の本質はゆきとどいた経営準備 (Betriebs bereitschaft) 

の存在であり固定原価が現代経営の企業性と結付いている。経営準備は

の意味での迂回生産に関連する工場敷地・建物・機械のBohm-Bawerk 

仕入先・売上先との紐帯の保持等々である用意，動力の導入と確保，

S. 51.)。経営準備に加えて企業性の向上 (eineSteigerung der (a.a.O.， 

人事管理にU ntemehmungsnatur) 組別製造から流れ作業システムへ，

おける職能主任制の導入等一ーも比例原価の著しい固定原価化をもたら
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固定原価が増大すると平均原価と限界原価との聞に大きな差異が生れ

その結果，極大利潤原理にもとづく「市場価格J(限界原価)と(図 1)， 

(der 「適正価格」補償原理(フル・コスト原理)にもとづく

angemesene Preis) (平均原価)との差異も増大する。

の実態調査によると多数の企業が過剰生産能力を保持

Schmalenbach， Kostenrechnung und Preispolitik， 1963， S. 477. )
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図2 不完全競争の長期均衡

aR 

し、不完全操業のもとで限界原価が平均原価よりも低位にあるのが常態で

あった (a.a.O.，S. 101.) (図 2)。

固定原価の負担で市場価格(限界原価)が平均原価より低いことは損失

が発生することであるが，この状態が長く続くと，市場価格を調整

(re忠llieren)するために結合 (Zusammenschlus)が生まれ， I需要と供給

の妨げられない競争状態で，自由に成立する価格形成をその本質とする」

(a.a.O.， S. 478.)自由経済は破綻する。

市場価格がフル・コスト原理によって決定される様になると価格は直接

的には需給を均衡させる機能をもたなくなる。

その結果，全休経済の最高の成果 (derhochsten Erfolg der Gesamt-

wirtschaft) を得るために，財の需給に関して市場的結合と計画的結合と

の相互補足的な関係を模索する基盤が生まれる様に思う。

以上が資本主義と社会主義との体制的差異にも拘らずソヴェトの国民経

済バランスを検討しようとする一つの理由である。

② 逆連関支出
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Lange の「労働価値論はその本質上，労働以外の稀小資源の合理的配

分の規準を与えることできない」という主張に対して，ノヴォジロフ

(HOBO沼田.'10B)が与えた回答は較差支出 (C+Kr=min)の規準で資源配分

を行なえばよいということであった。

C+Kr=min という選択基準は労働費用(C) のほかに capital charge 

(Kr)を計上する一種の「生産価格」範轄である。

Dobb も「最も生産的に資本資源を分配する経済計画は必然的にマルク

スの“生産価格"に類似した価格休系を生み出すJ (PQlitical Economy 

and Capitalism， 1937， p. 327.)というが，再生産表式に即して見ると，こ

れは「生産価格による再生産表式」の作成(転形問題)の問題である。

国民経済ノξランスへの産業連関表の導入はソヴェト経済の活性化のため

の全機構的模索の一環であるので，かかる基礎的範需の検討も必要であろ

フ。

次にこれを見ょう。

Lange は稀少資源を自然、資源にまで拡張して「労働価値説はその本質

上，稀少資源の合理的配分の規準を与えることができないJと主張する。

少し長いが引用しよう。

「その生産に同一量の労働を必要とする二つの生産物が異なる自然資源

量を用いて生産されることがある。労働価値説によればこの二つの生産物

は等しく評価 (price)される。然し一方の生産物は他方の生産物よりも多

量の自然資源を利用するので，その利用度に関する限り両者は等価

(equivalent)ではない。同一量の労働と自然、資源を要する (cost)三つの生

産物が，それらを生産するのに必要な資本財の量が異なることがある。も

し資本財の限界生産力が，労働，自然資源、の限界生産力，ならびに，それ

ら(二つの生産物)を生産するために必要な別の資本財の限界生産力を超過

するならば此の二つの生産物は等価ではない。生産を一方の生産物から他

方の生産物に移すとその生産物に対象化している労働，自然資源の量は不

変でも，限界生産力を異にする資本財の利用度には異なった結果が生まれ
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る。従って同一量の労働を対象化している，即ちマルクスの意味で等しい

価値をもっている二つの生産物は資源配分を計画する目的に関しては等価

(equivalent) ではない。自然、資源，資本財の浪費を避けるためには生産物

価格の中に適当な負担額が含まれなくてはならなはと Langeはいう。

少し解説しよう。生産物 Pを生産するために資本財(X)，労働 (Y)， 自

然資源(z)を必要とし，又，生産物Pと同一量の労働を対象化している生

産物rp'には夫々，X'.Y'.Z'を必要とし，規模に関する収獲不変を前提す

れば，

ap ， v aρaρ '_v' a"ρI "lT' dp' I '7' d.ρ' 
ρ=X-z+Y-π+Z-a，ρ=X寂 F+YJF+ZZT となる。

ところで Langeの仮定では資本構成は異なり限界生産力は不等である。

稀小資源、が最も効率的に配分される状態はそれぞれの限界生産力が均等

になること，追加される資源がある用途(生産物P)に於て他の用途(生

産物P')よりも多くのものを生まないことである。

しかし，限界生産力が不等でその利用度を異にするということは，追加

資源、がより多く産生する余地があることなので，当然Pキρ'となる。

以上が Langeの「労働価値説は稀小資源の合理的配分の基準を与えな

いjという主張であろう。これに対してノヴォジロフ (HOBO旅田OB)が

与えた回答が「回収期間j法による投資選択基準である。

(i) 回収期間法

ソヴェトの投資効率論争の過程で効率的な経済発展をとげるためには，

ある生産物に対象化されている労働量(原価)だけでなく，この生産物の

生産を開始するために必要な投資額も考慮せねばならぬことが明らかにな

った。

例えば一定量のある生産物を入手するための投資フ。ロジェクトがA，B 

二つある場合，

(2) Lange， Mar玄ianEconomics in Soviet U nion， The American Economic 

Review， march， 1945， p. 132. 
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B 
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投資(建設費用)

K1 

K2 

年間操業費用
(生産物原価)

C1 

C2 (但 Kl>K2'C1く C2)

7 

比較的多額の建設費を要するが一且，建設すると生産費の安いプロジェ

クト(A)と，逆に建設費は安いが，生産費が高くつくプロジェクト (B)

のどちらを選択すべきかという問題が与えられた時， ソヴェトの企画実務

家は最初はこの問題を原価に仮設的利子(けを加算することによって処理

していたと云われている。即ち，

Aのプロジェクトでは C1+K1r 

Bのプロジェクトでは C2+K2r 

を算出し両者を比較して値の小さい方を採用していた。

これは回収期間法ともいわれる。 AはBよりも (K1-K2) だけ余分の投

資支出を必要とするがこの追加投資は年々の操業費用の節約(C2-Cl) に

よって逐次回収される。

追加投資額の回収に要する期間は

K，-K? 
T=~:"l ~;;"で与えられる。いま何らかの方法で標準回収期間(九)が

C2-C1 

与えられ，この回収期間 (T)が標準回収期間 (Tn)より短いなら投資集約

度の高いAを採用し，逆の場合は逆の選択をするのが回収期間法である。

標準回収期間(九)の逆数を r(r=よ)とおくと，
K

1
-K

2
o-1 Ln 

C2-C1 <: r 

(K1-K2)r雲C2-C1，Cl+Klr~C2+K2r 

K1-K2ーとなる。従って回収期間法(一一一一=T童九)は仮設的利子法(C1+K1C2-C1 

r霊C2+K2r)の「陰蔽された形態」であった。

① C2-Cl_~C r=一一一一= は生産物一単位当り M の追加投資によって，原
K1-K2 ムK

価が ~C だけ節減する追加投資一単位当りの労働節約効果を示すが， r生
産価格jの公式における Cは費用価格 Kは投下資本 rは一般利潤率

に対応するので C十Kr=minは最小の「生産価格」で生産物をもたら

す投資プロジェクトの選択基準を表わす。
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同時に， C+Kr=minは後述する如く投資プロジェクトの数を 2箇から

η 箇に拡大すれば労働節約効果を最大にする投資プロジェクトの選択基準

となる。

② 投資財(K)の供給が制限されており需要に対して不足する場合は，

これをAのプロジェクトに充てると Aでの労働支出は節約されるが反面，

Bのプロジェクトでの労働支出は増大する。この様な労働支出相互間の逆

連関は，各種生産手段の(1)代替性， (2)労働節約効率の不斉一， (3)需要に比

べて供給の「不足」という三条件が労働支出と結びついた場合には常に発

生する。

各種生産物に対する労働支出相互間に逆連関が存在するので， ミクロ的

支出最小限の総和とマクロ的支出総額の最小限とは合致しない。

次にこれを検討しよう。

(ii) 社会的コスト

図3 交換理論における原価

YIM A財

1面
f直

O b → f 

N 

Y mJ 
M 

O 

N 

X 

近代経済学に於て原価を機会原価 (opportunitycost)によって説明する立

場はオーストリー学派の Wieserに始まった様である。 Robbinsは「近

代経済学に於ける原価概念は置換えられるこつのうちの一方という概念

(a conception of displaced alternatives)である。何物かを獲得するための

原価は，それを得るために引渡さなくてはならぬものである。評価

(valuation) の過程は本質的に選択の過程であり原価はこの過程の負の側
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面である。交換の理論では原価は放棄されるものの価値を反映する。生産

の理論に於てはそれはまた生産要素の二つある用途のうちいずれか一方の

価値すなわち現存の生産物が選ばれたために出現しえない他の生産物の価

値を反映する1という。

この関係を「交換の理論」について図示しよう。(図 3) 

いま経済主体の所有するA財の量を ob，B財の量を odとするならばA

財の限界効用は abで B財のそれは cdで示される。

。b>cd，ef=ghと仮定すると，経済主体は二財の限界効用を均等にする

ために， B財の dh量を処分して， A財の bf量を獲得する。

この時， bf量のA財の原価は主舟の面積 ghdcである。「生産の理論j

も結局は交換の理論と同じで，機械を使用して製品が作られる時，機械の

他の用途の選択から求め，この選択の原理(最小犠牲の方式の原理)が競

争的な価格制度を支配している。

次に K.y (逆連関支出)も機会原価と同じく限界概念であるが，使用可

400 I 

500 : 

500 ! 

300 I 

一一一→
1000 I 
250 I 

2000 . 
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ゥ，
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能な生産手段(K)は制限 (40) された

不足財である(表 1)。従って，これ

を G の生産に充当してその労働支出を

節約することが bを生産するための労

働支出の増加と有機的に結付いている。

いま生産物 G に K(40)がすべて投

入され， αの原価が300の時 bの生

産に K を10だけ移すと aの原価 (C)

は300から400に上昇する。この時 b

の逆連関支出 (K-y)は， αから bに

K を10だけ移したことによって上昇し

た G の原価のこの増加分 (100)であ

(3) Robbins， Remarks upon certain aspects of the theory of costs， The 

Economic Joumal， march， 1934， p. 2. 
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る(表 1)。ここでは機会原価と同じく選択の原理が作用している。

rC (原価)+K.r (逆連関支出)Jを較差支4出(rは標準効率係数)と

いう。

図4 較差支出

C 

500 
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/ 
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/ 
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r;/ 
/ 

/ 

/ 

ノ
ノ

a〆
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b 

b}直接支出

b:}較差支出

目A.

40 K 

較差支出概念が導入される理由は最適値， 20対20(K)，500+300(C)に

各企業が原価の引下げ (C=min)を目指して K を自由に奪い合うことに

よって，自動的に到達しうる合理的な装置(価格メカニズム)が社会主義

経済に存在しないためである。

この時には a(or. b) に関して較差支出を計算しその最小値 (α=600，

b=500)を求めれば最適値に到達することができる(図 4)。

ところで会計学上，社会的コストという概念がある o その典型的な例は

(4) ノヴォジロフ，社会主義経済における支出と結果の測定(マルクス経済学の数

学的方法上岡訳)， p. 157. 
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生産要素としての労働力に関する社会保障費である。ノボォジロフ

(HOBO鉱山OB) は「土地の場合には標準効率係数は差額地代を表わす」

(ibid.， p. 187.)というが私には社会的コストの様に思える。

ネムチノフ (HeM'lIIHOB) は「自然物としての土地，地下資源，建造物

用敷地等は労働支出によって再生産されないので社会的価値をもたない。

然、しそれらは労働の自然、的条件を規定するので国民経済的価格評定 (Hap

O問 OX03HIICTB印刷e 。
「社会的価値をもたない」ことは土地は「社会的必要労働jによって再

生産されないので自明だがネムチノフ (HeM'lIIHOB) は別の所で「生産価

格の場合は平均利潤率は企業の所有者に補償される企業支出を現わすが，

国民経済原価の公式に含まれている投資の経済効率係数 (r )は拡大再

生産をとぎれなく続けるための社会的労働支出が，企業から社会に回流す

ることを保障する」と云っている。

土地が「労働の自然的条件を規定するので国民経済的価格評定をもっ」

ということは天然の優良労働投下条件の占有は逆連関支出を伴うので，

Schmalenbachのいう全体経済の最高の成果 (derhochsten Erflog der 

Gesamtwirtschaft)を得るためには C=minではなくて C+Kr=minの

迂回が必要であるという意味であろう。

私には此の迂回が労働力における社会保障費の如く，土地に関しでも社

会的コスト概念を導入し，肥沃な土地を占有する利益 (C=min)と，その

反面，社会が被る不利益 (Kra社会的コスト)との組合わせ (C十Kr)の

うち最小のものを選択することがマクロ的に最高の成果を保証することを

意味している様に思える。

(5) HeM~IIHOB ， Obw.eCTBeHHaH CTOHJfOCTb M n:laHOBaH l.¥eHa， 

(1I3BpaHHbIe npOH3Be且eIlIIH，TOM.6) CTp. 162 

(6) ネムチノフ，マルクス経済学の数学的方法 下(岡訳)， p.258 

尚，較差支出 (C+Kr)の価値表現をノヴォジロフは国民経済原価と呼んでいる。
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註。

ノヴォジロフ(HOBOlKH;IOB)は較差支出測定の問題を次の様に定式化している

(ibid.， pp. 177-80.) 

初期条件

1 )各種生産手段の期首在庫を仏(h=l，2…m)とする。

2 )予定されている蓄積Aを所与とする。

3) n種類の生産物からなる最終生産物生産フ。ログラムを所与とする。

4) n種類の各最終生産物の年生産高を生産するために支出される m 箇

の期首生産手段の各支出量を q とし i番目の最終生産物の生産に支

出される h番目の生産手段の量を qh;{i=1，2，…n)，生労働支出 Ci，投資

支出を kiで表わす。

どの最終生産物もいろいろな方法で生産しうるから qhi，Ci， kiの値は i番

目の生産物がどんな方法によって生産されるかによってきまる。

問題

21cz=IIliIIとなる様な生産方法を各生産物について見出すことである。

解決方法

逐次的接近法による。

1 )任意の標準効率係訟を生産手段 (rh)と投資 (η)とについて定める。

2) rh， rkによって較差支出 (Sz=ci+hh+21qh凡 i番自
8

ゐ商品)を計算し

各最終生産物ごとに較差支出を最小にする生産方法を選びだす。

3 )この選びだされた生産方法における投資(主的ならびに生産手段 (itqhi)

(7) 常に，より多くの労働節約をもたらすヴアリアントから順次，採用すると仮定

皇二~;>生二金…主とιEE〉T〉ECE&ltア於て許容されうる最IJ、限 f のK2-K1-K3-K2 Kf-Kf-1
='-}も+l-Kγ

ヴアリアントの効率を標準効率という。

(8) C+Kr=minに於て Cは「生労働支出J(Ci)と各生産手段の支出量 qh(h=l，

2…m)から成り ，rh(生産手段) η(投資)を設定しているのでこの式にな

る。
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1923/24年の生産と分配の部門連関バランス(100万ループリ)
「一一 一一 一ー一一一一一一ー一一一一一一一→ー一 「一一ー一

投資要素の生産 経常投入要素の生産 最終生産物

クオl 農業 定百 「良一j;T~fI!:li訂瓦 計ムロ 2iι十I' 機 繊 そ 商 運 経全 全 期
一一一一消一一一下一一費一ー一一

輸 産15
械 力属金日 学 品 維 常支 末 出+ 

タl コ墨z 工 業工 工工 工
の 5 

物出
投

在
{主国 15 

総20
業 設 3 業 業業業 業 他 業 輸 13 的 資 庫 民家 出 19 百十)

A 労働用具と建設 第 E クォ ー タ ー

1 農業(畜産) 10 1 29(1 - 290 300 30C 800 
2 機械工業 7 15 221 237 31 4 1 271 - 2 871 395 412 34 80 ー 535 535 
3 建 設 6 2471926 3 36 5 1 1 23 1 15 ー 289 31 472 7(1 - 855 855 
4. 合計(l ~3 ) 23 33 ー 56 67 9 18 50 17 871 974 1080 3~ 552 70 ー 169C 1690 

B.労働対象k消費財業

1.農 79 3(1 14~ 254 274 60 23 111 222 191 6 431 5304 5528 87 
481088 4 

611 337 4818 10376 
6 金 属 加 工 業 1081 126 234 1!1 218 2 l 14 6 4 3 921 888 622 276 26 5604 45t 1078 
7 鉱 業 341 159 193 12 681 233 20 28. 27 611 148 608 

71906 0 
378 181 83 701 1497 

8 化学工業 20 21 2 3 7 22 11 20 4 ー 4 79 104 204 26 51 38 439 
9 食品工業 5 ー 自 131 18 191 441 35 167Zg E 692 91l 3765 89 671 3961 4658 
10 繊維 i 業 1 1 16 1 19 111 723 9 87 121 8 829 427 1103 47 61 1583 2412 

11.そ の 他 3 4 71 - 5 4 2 51 69 81 162 1691 - 881 161 40 I1 29 459 

C .2生.産商的サ ピス
l 業 88 68 101 1315 129 125 77 555 335 49 6 2585 2686 2686 

13運輸 7 12 19 232 24 18 23 12 
13898 C 

629 648 70 
122710 8 

718 
14 合計(5~13) 129 251 463 843 

45121E 6 
507 581 198 8427 191 145 308 11257 12100 1515 9851 322 530 24318 

15.期 首 在 庫 3 94 97 

関網11 6 0 

317 86 6 278 19 1097 1194 
16.輸入 2 8 84 25 37 39 149 26 876 884 

17 減価償却 6 5 11 207 2C g 121 48 7 71 498 504 
18.賃銀皿 164 98 95 352 4027 16B 21 

81658 9 
367 4 9 379 5458 5805 

19.利潤 -6 61 296 394 1442 123 841 96 183 108 230 175 545 5804 
20. 合計(J5~19) 1619 7 259 391 862 565716 6 528 671 249 1076 1020 2-06 2 2401 625 12872 13691 
20. a慣却を輯過する世曹 28 45 57 一11 7 

-+11058 0 
2 17 16 481 526 

21 不定合 +2 +25 +1 15 -20 +48 +45 3 +2 +66 +140 -210 +18 +217 
22.価値の全要素

32019 0 
585 855 

166939 0 
10375 1078 1497 489 4658 2412 459 2686 718 24818 26008 26008 

23.幽定フォンド 42C 6000 896 1974 327 1450 1455 6050 1875 
24 労働投入(千人目) 151 729 121 242 5399 1611 18 171 142 318 86 221 262 6112 6782 

表3

ネムチノフ，マルクス経済学の数学的方法(上)，岡訳 pp.16-19に掲載された表を縮約したもの
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の需要の総計を求め，これを供給の A ならびに仏と対比する。

4 )需要が供給を上まわるものについては，効率係数を引上げ，逆の場合

は引下げる。この操作を需給が均等化するまで反復すれば m 箇の物財

バランス (.21qha壬Qh)と1個の投資バランス (21hi=A)ならびに標準効

率係数の最終値がえられる。

以上，回収期間の方法による投資プロジェクトの選択とはい)マクロ的な

最終生産物の生産のプログラム，蓄積 (A，Qh) (2)このフ。ログラムの遂行に

必要な投資額とその部門別配分等が与えられている場合の，労働節約効果

を最大化する様な投資配分を求める方法である。これらの前提となってい

る枠組みは国民経済ノξランスの対象であるが(1J節で得られた結論は「生

産価格体系」によらなければ稀少資源の効率的利用と合理的配分とを反映

することはできないということである。

これを国民経済ノ〈ランスに即して云えば， r1923-24年ソ連邦国民経済パ

ランスJ(表2)を加工して「投資という列を附け加えて，そこに労働用

具の生産的消費の合計と建設業の生産高を記入してJ(ibidι.， p. 2幻1.)f社会

的生産物の生産と分配のパランス表」と「酉民所得表」とを有機的に接合

して(表3)r経済計算制的計画化制度」を指両#fしたネムチノフ (H臨E的為

HOB) の方法に拠らねばならないということである。

(ll) 産業連関表の導入

東欧諸国での産業連関表の導入は戦後経済における成長基調の転換のも

とでの新たな「構造政策」のための「理論的」・現実的対応への努力のー

っと見ることができる。

東ドイツでは Lange の「産業連関表はマルクスの再生産表式の展開

(weiterentwicklung)である」という投石に対して，先ず Koziolek等の労

働価値説の立場からの批判がなされ，次いで Rudolph/Jager等によって

(9) 野々村・宮鍋・志水編訳「ソヴェト経済と利潤J，p. 12.及び pp.198-219. (ネ

ムチノフ「社会主義的な経済運営と生産の計画化J)
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「レオンチェフ表」を批判的に摂取しようとする動きが示され， 1963年に

最初の 1-0表 (1959年表)が発表されている。

次にこの展開を跡付けることによって，産業連関表への理解を深めると

共に， c1 J節の「回収期間法」と接木しよう。

① Koziolekの批判

Koziolek はマルクスの再生産表式に対する産業連関表の決定的相違点

として(1)生産的労働と不生産的労働，物的生産と非物的生産の区別がない

ので国民所得を数量的に正しく規定できない。 (2)生産過程における生労働

(die lebendigen Arbeit)の役割を認識せず，すべての生産要素が所得を生

む(ワルラス的一般均衡論)とみなして，投下資本と生産物価値との差額

としての剰余価値を無視する」という二点4Lげている。

(1 )の「生産的労働」の規定の差異からは両者のサービス・公共部門の取

扱いの差異が生れ(2)の「分配理論」の差異からは「剰余概念を中心とする理

論J(再生産表式)と「限界生産力理論J(レオンチェフ表)とが派生する。

(2)に就いては既に述べたことがあるので，これから(1)に就いて検討しよ

フ。

「政府は不生産的な消費者であり，資本家は勤勉な節約者であるJ(国

富論 2編 3章)との Smithの規定は有名だが Ricardoは「もし政

府の消費がふえ，そのために租税が増徴せられたとしても政府の消費が民

間の側における生産の増加か消費の減退かによって相殺されれば租税は収

入 (revenue) を侵食する (fallupon)，そして国民経済上の資本 (thena-

tional capital)は害なわれずに残る。然、しもし民間の側で生産が増加せず

不生産的消費も減少しなければ租税は必然的に資本にふりかかり生産的消

費に向けられるべき資源を侵食するJと述べ，その註として， I収入が貯

(10) Koziolek， Zur Einschatzung der Ansichten des amerikanischen Okonomen 

Leontief im Zusammenhang mit der marxististischen Reproduktionstheorie， 

“Geld und Kredit"， Ht. 3/4， 1959， SS. 248-249. 

(11) 拙稿，ハロッドの資本労働比率について(本学研究論集6巻 4号) p. 92参照。
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蓄されて資本に附加されたという場合，その意味は資本に加えられたとい

われる収入の部分が不生産的労働者の代わりに生産的労働者によって消費

されることであ却と Smithならびに Maほと同様に生産的労働と不生

産的労働とを区別している。

ところで Leontiefはその静態的均衡休系を(1)需給均衡方程式Xz=253げ

1キ， . 

(作1，2"'n) (2)収支均衡方程式仇Xzzbh(M，2-n))(3)n(n-1)個の

線型方程式からなる生産関数 (X1i=a1iX1，X2j=a2iX2…Xni=aniXn， (但 a11，

a22'..annを除く i=l， 2…n)という三つの組の方程式から組立てているt)
ここでは経済現象は方程式の中の未知数の変量として把えられ，その相互

関係は方程式の数(1式 =n， 2式 =n， 3式 =n(n-1))と未知数の数

(X=n P=n， xij=n(n-l))との一致から数学的に解決される。

この様な相互依存体系のもとでは国家一家計の関係は，同一平面上で，

国家は家計から租税を受取り (input)，同額だけ給付を家計に引渡す (out-

put)という両者とも同等な個別的消費者として取扱われる。

一方，再生産表式ーストルミリン (CTpyMH四日)表式での国家一家計の

関係は Marshallに即して云えば因果関係で把えられている。

Meekはこの立場を「自然の行為(又は社会における人間の行為)は単

純であるとか，又は，ある重要な意味で凡べてのものが，他のすべてのも

のによって規定されると云えるのではないとか主張してみた所で確かに何

も得られない。然し与えられた状態のもとで，ある特殊な要因を孤立させ

(12) Ricardo， Works of D.Ricardo， edited by P. Sraffa， Vol. 1， p. 150. 

(13) Leontief， The Structure of American Economy， 1919-1939， pp. 35-38. 

尚，Xjはi産業の純産出量 Xijはi番目の産業の純産出量のうちでj番目の

産業に売渡される量 ajiは i番目の産業が純生産物を一単位産出するのに必要

とする 1番目の産業の純生産物の量，で生産係数である。

(14) Marshall は「クールノーは経済問題を形づくるさまぞまな要素が因果の連鎖

によってAがBを決定しBがCを決定する等々と，逐次的に決定していっている

とみるべきでなく相互に決定しあっているとみるべきだという難問に直面してい

くことが必要だと教えた。自然の働きは複雑であり，それを単純であると見，一

連の基本的な命題を以て叙述しようと企てることからは結局なんらの成果も得ら

れないJ(Principles， P.X)と云う。
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表4

国民経済部門

戸正斗
A 生産手段

A1 生産手段のための 11，2∞ 3的

2 消費手段のための 16001 770 
i 小 計 A 11，80同1.150 
1 6 消費資料のための 1 7001 950 
| 総計 A + B 1 2， 5001 2， 10~ 

サーピス部門

. ) 社会施設の

"1 社会・文

'2 住宅公共

'3 行政と国

総計

σ) 家庭生活

町 労働者と勤労者

向 コノレオーズ(協)住民

的個人経営者 の

総計+

国民経済に関する総額

そのうち海外にあるもの

パランス項目
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ることができ，それを，何らかの重要な意味で、原因、又は、決定園、と

して取扱うことができるのでなければ，一休どんな科学が，かの分類的な

段階を遥かに越えて前進できたであろうかは，理解しがたい。ジェボンズ

の因果の連鎖はマーシャルがそう理解したほど，馬鹿げたものではなか

った」と説明する。

註

1960年代頃までの戦後の日本経済は生産能力に対して有効需要が超過する古典派

的完全雇用 (l=訪の状態であった。この様な与えられた状態のもとでは貯蓄す

なわち投資であり会主主意のためには家計貯蓄が重要な決定図であった。そのた

めに国家は家計貯蓄に対して手厚い税法上の優遇措置を実行したがこれは Ricar-

do的発想によるものと云える。

② 二種類の収益性

この様にfI-O表」と「再生産表式J-rストルミリン表式」とはサー

ビス・公共部門の取扱いを異にしているが，蓋でストルミリン表式で、の「投

資j規定の特色を見ょう。

(ィ)

Steinschlagerはストミリン表式の I部門の細分割を統合し

(A1伽 +7蜘十375mk+3伽同町
B 1000c+ 250v+ 125mk+ 125mc= 1. 500 

その上で「基本的数字jをまず要約している(表5)そして社会的生産物

の貨幣流通=回流の分析を表6で行なっている。

表 6から貯蓄一投資の運動を抽出すると Abt 1は期初に国立銀行か

ら受けている信用を介して172(投資銀行に119( II， 4)国立銀行に53( II， 

6 )の貯蓄預金をする。 Abt IIは同様にして37の貯蓄預金をする。この

合計209は「社会のための労働 (1000m)Jのうちからなされる民間部門の

貯蓄であり，残額791から国家によって「社会施設Jに再分配される500を

差ヲ|いた291が政府部門の貯蓄である。一方，投資は Abt_ 1で375(II， 

5， d) Abt. IIで125実行されるので夫々203，88の資金不足が発生する

(15) Meek， Studies in the Labour Theory of Value (水田・宮本訳) p.327 

(1司 Steinschlager，Der Kreislauf der Geldmittel bei erweiterter sozialistischer 

Reproduktion，“Geld und Kreditぺ1957，Ht， 1 SS. 21-22. 
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Steinschlager， a.a.O.， S. 18 

社会施設500はAbT.1 375 + AbT. II 125の合計である。

従って， AbT. 1. 2750=1625+ (750-375) +7500 

250 

がこれは前述の政府貯蓄 (291)で融資される。

ここでの投資規定の特色は「投資一貯蓄バランス原理」である。以上，

(ロ)

Dobbの解説によZK「投資問題の核心 (crux)は現行 (curr削減資

と技術変化とによって時日の経過につれて労働の生産性が増進し将来所得

が常に現在所得から変動することである」。そして現在所得の効用に対す

(17) Dobb， A Note on the Discussion of the Problem of choice between Alter-
native investment projects， reprinted in“On Economic Theory & Socialism" 

pp. 260-262. 
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表 6 社会主義的拡大再生産に於ける資金循環

Abt. Abt. 社施会設の 合 計
I H 

I 1 社会的生産物の実現別に国立銀行の勘定
750 250 390 1390 

にある資金残高
E 社会的生産物実現のための前提条件

1.国立銀行の勘定から引出されて勤労者 750 250 一/390 1390 
に支払われる貨幣

2. 受取った清算信用 2750 1500 4250 
3.払込んだ減価償却
a)国立銀行へ 40 20 一/4 64 
b)投資銀行へ 60 30 -/6 96 

4.投資銀行へ弘込んだ純所得 119 27 一/20 166 
5.国家財政に集中された純所得 578 213 79115 791 
a)固定資財の金融のために 118 2~ i 144/ー 144 
b)財政からの流動資財の金融のために 2 i 2/2 4 
c)国立銀行を通じた流動資財の信用貸

85 60 145/3 1 148 
のために
d)社会の施設の金融のために 375 125 550/ー 500 

6.労働対象の増加の金融のために経営に
53 10 63 

残っている貨幣蓄積
7.労働対象の補填金融のための貨幣手接

1150 蜘 '1 -/75 2175 
在庫

m 社会的生産物の実現による受取り
1.経営自身の側での労働対象への支弘から 2100 2100 
2.減価償却からの国立銀行に通じた労働

60 4" 64 
的の支弘から

3.減価償却からの投資銀行を通じた労働
手段への支払から 90 6" 96 

4.投資銀行を通じた融資によって
a)経営に習得されている純所得から 146 i 146 
b)財政資金から 144 20・ホ 164 

5.財政資金からの労働対象への支弘によ
って
a)流動資財のために直接に金融されて 2 2" 1 4 
b)流動フォドの拡大のため国立銀行を
通じて金融されて(信用として I部門

145 3 •• 148 
に85単位 11部門に60単位，社会の施
設に 3単位の供与)

6.第一部門の労働対象のための支払によ
って(内部留保から) 63 63 

7.消費手段の実現から
a)物的生産領域の勤労者によって 1000 1000 
b)社会の施設の勤労者によって 390 390 
c)流動資財の補填のために社会の施設 75 •• 75 
から

iN 社会的生産物実施後の資金在庫 3500 1750 390 5640 
V 資金在高の充用

a)清算位用の直接のために 2750 1500 4250 
b)国立銀行の勘定への資金補充のために 750 250 1390 

Steinschlager， a.a.O.， SS. 21-22. 
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る将来所得の効用の比率 (ratio) を知ることができれば，これを投資選択

の基準として(a)現在の所得のうちから行なうべき投資総額 (the total 

amount of investment) (b)すべての産業の限界における収益率がこの比率

と等しくなる様に各産業に投資総額を分配 (thedistribution of this total) 

すること(c)個々の場合に，投資がとるべき技術形態の選択，の決定をする

ことができる。

つまり， r現在所得の効用に対する将来所得の効用の比率jは， (1 J節

で検討した回収期間法による投資選択基準 (C+Kr=min)の一つの亜種形

態である。然し，この比率を自動的に確立する価格機構は社会主義経済に

は存在せず，又計画立案に当たって，所得と効用の比率を現実に測定する

ことも不可能である。

それでストルミリン(CTPYMHJllfH)は消費(効用)ではなくて生産条件

の中に基準を求め，この比率に代えて「固定資本の価値低下率J (the 

rate of devaluation of fixed capital) を投資選択の基準にしたのである

(Dobb， op. cit.， p. 261ふこれはストルミリン(CTpyMHJlHH)表式が「生

産価格J(C+Kr)ではなくて価値 (c+v+m)で構成されている特色と結

付いている。

需要(消費)を反映しない選捉基準は効率的な資源配分の基準とは云え

ないが，これは当時 (1950年代)の，社会主義には「二種類の収益性J，

すなわち，全国民経済の規模のもとでの「より高度の収益性Jと個々の企

業の「通常の収益性」とが存在するという理念を背景としている。そして

ミクロ経済とマクロ経済との合理的な斉合性を追求することなく投資(資

源)配分は国民経済ノ〈ランス(投資・貯蓄ノξランス原理)によって実施さ

れていたのである。

以上がストルミリン (CTPYMHJlHH)表式での投資規定の特色である。

ところでソヴェ卜経済では1950年代の後半から大量の機械設備，工場敷

地等を遊休化させる「生産フォンドの凍結jという社会問題が発生した。

(18) CTaJlHH， 3KOHOMH可eCKHenp06J1eMbl COJ.J;HaJlH3Ma BCCCP. 1952， 
CTp.24. 
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アトラス (ATJIac) はフォンド装備度の利用度を測定するために収益率

( Yn) 

Yn=!U年間生産高)[叫(1単位当り引渡価格)-Ce (1単位当り原価)]一一。
一一 α(固定資産の年平均残高)+Oo (流動資産の年平均残高) ハ ~VV

を企業活動の効率指標とすることを提案した。この式によると，

(i)企業の収益率が原価 (C)の節約だけでなく生産フォンド (Oc+Oo)

の利用度によっても影響を受ける点で， r投資効率論争」における投資支

出 (10と操業支出 (C) との比較秤量という問題一一つまり生産フォンド

の効率的使用は生産価格 (C+Kr=min)に依拠するという問題がおこる。

( ii)次に企業の収益性を重視する観点からは二種類の収益性一一国民

経済的見地からみた「より高度の形態の収益」と通常の「企業の収益jと

の対置，マクロ経済とミクロ経済との斉合性の問題を解決しなくてはなら

ない。

そもそも「三種類の収益性」と云う理念の背景には社会的に二種類の異

なる「部類Jが存在するという認識がある。

これをスターリン(CTaJIH川は「社会主義建設を二つの異なる土台の上

に，すなわち，最も大規模な，統合された社会主義的工業と，最も分散し

た，おくれた小農民的経営との上に長期にわたって築くことができるだろ

うか。いや，そんなことはできない。それではいつかは必ず国民経済の全

休を完全に崩壊させてしまうにきまっている」と遁:えている。

「過渡期経済」のもとで、は拡大再生産の原則に従って発展している「大

工業」と単純再生産の条件すら実現しえていない「小農民的経営」とを同

一平面で相互依存的体系の中で把握することは無理であり，スターリン

(19) AT.'1aC， 0 peHTa6eJIbHOCTH CO~HCaJIH TH司eCKHX npe耳目pHH'THH，
とBonpOChl3KOHOMHKHミ (Ho・ 7. 1958) CTp. 124. 

(叫 この式の分子は賃金 (C) に対する生産物価格(~)水準に依存し，分母も生産

フォンドを構成する原材料，諸施設の価格水準に依存する。それで1967年7月価

格休系を合理化するため，工業製品の卸売価格が改訂された。

(21) スターリン，ソヴェト同盟における農業政策の諸問題について， (プラウダ，

1929年12月29日)， (社会主義建設論下，石堂訳， p. 811.) 
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( CTaJIHH )は 11926年に中央統計局が国民経済の収支決算表(1923/24年

度ソ連邦国民経済ノξランス)として公表したものは収支決算表などではな

くて数字の遊戯である」と総括する (op.cit.， p. 834)。

従って「二種類の収益性」の問題を解決するためにはい)経済が発展して

いわゆる「経済の二重構造」が解消し，国民経済を構成する経済部門なら

びに社会的部類が同一平面で把えうる社会的基盤が成立すること(b)国民経

済分析を階層的に接近することが必要である。この関係を Eidelmanは「産

業連関表が国民経済バランスにとって代わると考えることは間違いであ

る。それは国民経済における，より詳細な連関々係の構図をうることを可

能にする。然、しながら，それは国民経済ノ之ランスの構成要素の一つに過ぎ

なし(司という。

以上 Langeの「レオンチェフの部門間投入一産出分析は，マルクス

の再生産表式の発展とみなしうるJ(1957年)との投石に対して，

Koziolek が労働価値説の立場から批判した事の意義は，結局，産業連関

表を国民経済ノ〈ランスの休系の中にどの様に位置づけるかという問題に帰

着する様に私には思える。

ちなみに，現在，東欧諸国で、は国民経済のバランス表体系は(1)総合パラ

ンス(2)国富パランス(3)社会的生産物の生産・消費・蓄積ノξランス(4)国民所

得の生産・分配・再分配・利用バランス(5)労働力バランスによって構成さ

れ産業連関表は(3)の中に組込まれている。

次に東ドイツへの産業連関表の導入を Rudolph/Jagerの iDiehohere 

Qualitat unserer Planungsarbeit und die Verflechtungsbilanz，“Einheit" 

Ht. 9， 1961Jによって考察し，本稿を結ぼう。

(22) Eidelmen， The Inter-Branch Balance of the National Economy， Problems of 

Economics， 1961， No. 10， p. 4. 

(23) Leontief， The Structure of American Economy， 1919-39， pp. 143-145.但し，

Leontiefの用いている符号，形式と異っている箇所もある。
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⑨ 時間の経済の法則

Leontiefは産業連関分析の核心を次の様に導いている。

m 箇の部門から構成される全経済休系の投入・産出のパランスは次の

様な m箇の連立方程式で示される。

(1) Xi=Xil+Xi2+…+X品+…+Xim+Yi (i=!， 2…m) 

(ffillr~ 部門の総産出量， Xik...k部門によって購入される
) i部門の生産物 Yi"最終的消費に入る i部門の生産物量

各投入量ねは総産出量 Xkに対して固定した比率をもっと仮定すれば

li=1.2…m 
(2)ZFGtdhM=1'，2仇向は投入係数)

(2)を(1)に代入

(3) Xi=ai1X1十aiX2+…+αikX，け…+a開 Xm+Yi

最終需要 Yiを所与とし投入係数を既知とすれ刷3)式は m 箇の未知数

Xiを含む m 箇の連立一次方程式である。

(4) X;=AilY1+A2Y2+・・・+Aik.Yk+…+AimYm

(t=1，2m  L 
Aik は，いわゆる逆係数/

Ykの係数 Aikはいわゆる逆係数であり，産業連関分析の核心は(4)式に基

いて，一定の最終需要に対応する各部門の総産出量を求めることである。

この逆行列表を使って活動分析の用具たらしめることが，従来のバラン

ス・シート方式(掛リ物財ノミランス方式)に比べて 11-0表」方式の長

所であり， 1これまでのバランス・シート方式の高次元への発展として産

業連関表は導入されたJ(Rudolph/]ager， a.a.O.， S. 1384.)のである。

ネムチノフ (HeMQHHOB)は更に「最終生産物のヴアリアントのうちから

諸部門の最適な発展を内容として含んでいる最適なヴアリアントを選択す

べきであるJ(3KOHOMHKo-MaTeMaTf同 eCKHeMeToAbI M MO且eJIH，CTp. 29 

5)とバランス方式から最適化計算の導入を提言している。葱で(1 J節で

似) 経済計画の作成は(1)国民経済の現状の分析(2)その中から指導的(基本的)環

一一1次5ヶ年計画，機械製作 2次5ヶ年計画鉄，電力等一ーがえらび出され

(3)その後でこ基本的な環を中心として，国民経済の各部門が釣合いがとれる様に

パランス方法で調整される。これはパランスシート方式による個別物材パランス

によって作成される。
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検討したノヴォジロフ (HOBOllUIJIOB)の回収期間法の定式化との接木が可

能になるのだろう。

Rudolph/Jagerは「今日の我々の経済学の発達状況は，経済政策及び計

画立案に当たって，事前に決定されねばならぬ一連の問題に，答えられな

いか，もしくは理論的に検証されていない決定を含んでいる解答しか与え

ないのである。経済理論の最大の欠陥は，その共同研究 (Zusammen

wirken)の中から再生産過程の法則を十分な透明度 (Transparenz)を与え

て提示しないことであるJ(a.a.O.， S. 1381.)と述べている。

そして再生産過程の数量的均衡関係を数学的形式(連立一次方程式)で

定式化し，時間の経済の法則 (dasgesetz der Okonomine der Zeit)の徹

底的利用がよりよく認識され，マスターされる方向で研究は展開されるべ

きだと続けている，更に「時間の経済の法則」に関して Marx の「経

済学批判要綱」から「時間の経済は，生産のさまざまな部門への労働時間

の計画的配分と同様に，共同社会的生産の基礎の上でも相変らず第一の経

済法則であり続けるJと、その意味、を引用している。

Rudolph/]agerが産業連関表の導入に当たってその Leitmotiv とした

「時間の経済の法則」を Marx に拠って，もう少し見ると「この法則は

労働時間によって諸交換価値(労働諸生産物)を測ることとは本質的にち

がっている。……社会が小麦や家畜などを生産するために必要とする時聞

が少なければ少ないほど，社会はますます多くの時間をその他の生産，物

質的または精神的な生産のために獲得する。個々の個人のばあいと同じく，

社会の発展の，社会の享受の，そして社会の活動の全面性 (Al1seitigkeit)

は時間の節約 (Zeitersparung) に依存している。時間の経済 (Okonomie

der Zeit， or時間の節約)，すべての経済はその中に結局，溶け込んでしま

う。社会が自己の諸必要全体 (Gesamtbedurfnisse)に即応する生産を達成

するためには，その時間を合目的に分割しなければならないのは，個々人
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が適切な釣合い (Proportion) でもろもろの知識を得たり，あるいは彼の

活動に対するさまざまの要請に満足を与えたりするために，彼の時聞を正

しく分割しなければならないのと同様であ幻という文章に先の引用文が

続いている。

従って「時間の経済の法則」とは，個々の労働時間を合目的

(Zweckmasig)に分割することによって全休として労働時間を節約するこ

とである。

換言すれば，稀小資源の部門間配分のいろいろのヴアリアントに対応し

て「社会的必要労働」の種々の休系が存在すると考えると， ドミトリエフ

方程式によって表現される Xj=ai)Xl+aj2X2+…a;"xn+た (i=l，2…n) 
(hi種類の生産物1単位当たりの労働支出(価値)
ti'・1種類の生産物に対する生労働の支出，aij""投入係数

は事実上の労働支出(価値)である。

社会の有する稀小資源の総量ならびに技術知識の状態が不変だとすれ

ば，この稀小資源の部門間配分比率が変化すれば，社会的必要労働量の休

系は変化する。

時間の経済の法則 (dasgesetz der Okonomie der Zeit)とは稀小資源の

最適の配分一一労働節約を国民経済全休について最大化するという意味で

の最適配分一ーに対応する所の社会的必要労働の休系を確立することであ

ろう。

1965年 9月，ソヴェト国家価格委員会は， r社会的必要労働」という概

念にフォンド集約度の要因を加えることを認め，フォンド使用料の制度を

公認すると共に稀小資源の最適配分(労働節約効果の最大化)に対応する

社会的必要労働休系を確立したが，その展開は次の機会にし度いと思う。

(25) Marx， Grundrise der Kritik der Politischen Okonomie， S. 89. 


